
地方自治体の災害対応力の向上に向けた
水害対応ヒヤリ・ハット事例集の活用法
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本日の話題

水害対応ヒヤリ・ハット事例集（地方自治体編）
・事例集の紹介
・よくある事例の傾向

水害対応ヒヤリ・ハット事例集（コロナ対応編）
・令和2年7月豪雨災害の事例との比較

災害対応力向上に向けて
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土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター

・ユネスコの後援によるカテゴリーⅡセンターとして
2006年3月6日に設立

政策研究大学院大学
防災学プログラム
修士課程・博士課程や
JICA短期研修を担当

今までに45ヵ国1000人
以上の研修生を輩出

氾濫解析・リスク評価技術
の無償提供・現地実践

(略称:ICHARM)

IFI Members

国際洪水イニシア
ティブ(IFI)の
事務局として活動

革新的研究

能力開発
情報
ﾈｯﾄﾜｰｸ
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アイチャーム

2015 関東・東北豪雨 2016 台風第7・9・10号(2) 2017 九州北部豪雨 (3)

2018 平成30年７月豪雨(4) 2019 令和元年東日本台風(5) 2020 令和2年7月豪雨 (6)

写真の出典：国土交通省(1, 3, 4, 6) 、国土地理院 (2, 5)

平成21年から30年までの10年間に、
全国の市町村の約97%で１回以上の水害が発生
半数以上（56.6%）の市町村で、10回以上もの水害が発生
一度も河川の氾濫などによる水害が起きていない市町村は、わずか2.8% 
（48市町村）に過ぎない。 出典：内閣府（防災担当）市町村のための水害対応の手引き（R2.6)

全国的に頻発する水災害

最近の事例：
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ヒヤリ・ハット事例から学び、事態を先読みする

ハインリッヒの法則 1

29 軽微な事故・災害

ヒヤリ・ハット（Near-miss）300

重大な事故・災害

Herbert William Heinrich (1929)

ヒヤリ・ハットの
定義

災害対応でのヒヤリ・ハット：
防災担当職員が「困る・焦る・戸惑う・迷う・
悩む」などの状況に陥る事例 5

水害対応ヒヤリ・ハット事例集

https://www.pwri.go.jp/icharm/special_topic/20200625_flood_response_collection_j.html日
英 https://www.pwri.go.jp/icharm/special_topic/20200625_flood_response_collection_e.html

(2020年6月公表
2021年6月改定)

水害対応時に
職員が困ら
ないための
知恵袋



事例集(地方自治体編）の構成と作成方法
8つの分類カテゴリーに渡る
28の典型的な事例を冊子化

作成の参考）畑村洋太郎：「失敗学のすすめ」（講談社文庫、2005)

過去の災害対応検証報告書のリストアップ

ヒヤリ・ハット事象データベースの作成
（事象の概要・経過・結果・原因・教訓）

典型的な事例と根本原因・対策の抽出

水害対応ヒヤリ・ハット事例集の作成・公表

分類

2000～2018年の気象災害リスト（気象庁）

報告書からヒヤリ・ハット事象を抽出

29点、計2,102ページ

516事象

作成方法
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事例

災害
概要

ヒヤリ・ハット（報告書からの抜粋）

類似
事例

教訓（左記の事例及び類似事例より）

関連するガイドライン等

事例集（地方自治体編）P16-17
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事例集（地方自治体編）P16
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事例集（地方自治体編）P16
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ヒヤリ・ハット事例の根本原因

特性要因図：Fishbone Diagram

万全の備えは1日にしてならず!! 11

事例集（地方自治体編）P17

設備等 複数の伝達手段の確保

仕組み 職員参集の遅れや欠員を前提とした計画の作成

仕組み 余裕を持った人員配置

仕組み 参集基準のマニュアルの作成

スキル 職員の危機意識の醸成
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よくある事例の傾向

(本日の参加者の皆様向けに抜粋）
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抽出した516の水害対応ヒヤリ・ハット事象
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内容面からみると・・・
①立地・建物・設備に起因した事例

その他：

避難場所・
避難所の浸水

水位計の水没・
故障
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②変化する状況への対応の困難さ
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②変化する状況への対応の困難さ
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②変化する状況への
対応の困難さ

仕組み 本部長による業務体制移行の宣言

仕組み 本部の設置基準の明確化
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＋α：建設関連部局の視点から

水防本部・現地本部と災害対策本部の関係

No. 内容（要約） 自治体 自治体

1.初動
1.3 災害対
策本部の
立ち上げ

1
河川課が総括する水防体制から、危機管理課が総括する
災害警戒体制や災害対策本部体制へ総括業務の移行が
困難だった。

草津市 H26.2　草津市

2
現地連絡所を設置し、常駐する職員を総務班を中心に建
設班や応援職員の構成としたが、現地責任者が不明確
で、指揮系統が十分ではなかった。

宇治市 H26.3　宇治市

3 現地水防本部や水防本部の体制が明確ではなかった 。 山口市 H25.11　山口市

大・中カテゴリー

2.災害
対策本
部運営

2.3 災害対
策本部の

運営

水防本部（河川課が総括）
↓

災害対策本部（危機管理課が総括） 現地本部（現地連絡所）

検証報告書

516の水害対応ヒヤリ・ハット事象のうち、建設関連部局に関わる83事象の中から、
参考になりそうなものをご紹介。
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③ 情報の収集・
一元化・共有
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仕組み 情報収集や情報分析の専従班の設置

③ 情報の収集・
一元化・共有

21

順次出勤する職員には
状況がわからない・・・

③ 情報の収集・
一元化・共有
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全職員への情報周知仕組み

③ 情報の収集・
一元化・共有
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質問・意見交換タイム
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④ 庁外とのつながり
の中での対応困難
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関係機関との情報共有会議や訓練等による「顔の見える関係」の構築仕組み

災害対応に係る用語の標準化仕組み

④ 庁外とのつながり
の中での対応困難
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＋α：建設関連部局の視点から

協定に基づく対応に関わる課題

平成29年7月九州北部豪雨における災害対応に関する検証結果報告書 P40
（福岡県、平成30年3月発行）

九州地方整備局と災害時の協定を結んでいたことで、速やかに連携して啓
開活動を実施することができたが、これまでに協定に基づいた作業が実施
されたことがなかったため、実務面について検証がなされていなかった。
そのため、協定に明記されていない費用負担の方法といった事項について、
作業後に課題が見つかった。 （道路維持課）
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④ 庁外とのつながり
の中での対応困難
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参考事例：
令和元年東日本台風の

検証報告書
（神奈川県川崎市）

P57

・記者会見ではなく報道
発表資料の投込みによる
情報発信としたため、電
話による多数の問い合わ
せあり。

・避難所、区本部におけ
る定時発表のための2時間
ごとの避難者数の把握で
大変な状況になった。

仕組み 報道資料の作成

仕組み 報道機関の立入区域を制限
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⑤ バランスの良い
業務配分の困難
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⑤ バランスの良い
業務配分の困難

配備人数の把握と状況を踏まえた応援体制の強化仕組み

ローテーションの検討仕組み
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＋α：建設関連部局の視点から

なかなか代替が難しい建設関連職員
・ 内容（要約） 災害対応検証報告書

夜間や豪雨を想定した職員の交代体制や休憩等が検討され
ていなかった。所属によっては、作業に必要な長靴、合羽
を持たない職員がいる。

H22.11　可児市

これまでの災害対策が土木課、維持管理課に偏っていたた
め他部署が主体的に取り組む姿勢にかけていた。

H26.2草津市

大・中カテゴリー

3.庁
内体
制

3.2人員
管理

図の出典：社会資本整備審議会第22回メンテナンス戦略小委員会（第3期第4回）配付資料、2018.10 32



⑥ 災害の大規模化
への対応
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⑥ 災害の大規模化
への対応

災害対策基本法改正
公布日：令和3年5月10日

避難勧告・避難指示
の一本化

広域避難に係る規定

風水害対策編
第1章災害予防
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質問・意見交換タイム
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水害対応ヒヤリ・ハット事例集
(新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症への対応編）
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事例集(コロナ対応編)

8つの分類カテゴリーに渡る
28の典型的な事例を冊子化

対象

ヒヤリ・ハット

対策

37

令和2年7月豪雨災害

7月3日から7月31日にかけて、日本付近に
停滞した前線の影響で各地で大雨となり、
球磨川等で氾濫が発生した。熊本県内で
の人的被害は65人、全国で84人となった。
（令和3年2月26日現在）

出典：2020年7月4日の3時間雨量（気象庁）

JMA

新型コロナウィルス感染症の
新規感染者数（2020年）

出典：労働省

撮影：ICHARM

第1波

第2波

参考）第3波：2021年1月8日に7863人 38



・令和2年7月豪雨災害で被災した熊本県芦北町では，職員1人が新型コロナウイ
ルスに感染したため，8月20日から23日にかけて本庁舎を閉庁し，庁舎内の消毒
作業を実施した。

職員自身の安全

事例集
コロナ対応編
本部運営 P7

事例集
コロナ対応編
本部運営 P8

・熊本の豪雨災害現場を取材した報道カメラマン（東京）が感染

→人吉市： ・市役所仮本庁舎３階の大会議室などを消毒。
・県外在住の報道関係者の庁舎への立ち入りを禁止
・市長会見は「県内在住の報道関係者のみ」に制限
・毎夕の災害対策本部による説明は庁舎外で実施

（熊本日日新聞 2020/7/18朝刊）

注：職位等は明らかにされていない
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事例集
コロナ対応編
避難所等 P30

・県は１６日、豪雨災害の避難所運営を担当した県外からの応援職員の新型コロ
ナウイルス感染確認を受けて実施したＰＣＲ検査で、旧多良木高の避難所で活動
する球磨村職員１人の陰性を確認したと発表した。村職員を含め、これまでに避
難者ら計383人の陰性を確認した。（熊本日日新聞 2020/7/17）

事例集
コロナ対応編
避難所等 P33

・被災市町村の社会福祉協議会が順次、災害ボランティアセンターを開設。新
型コロナウイルス感染予防のため県内在住者に限り、ボランティアの募集を始
めた。（熊本日日新聞、2020/7/16)

外部人材受け入れの課題
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避難所の満員の問題

事例集
コロナ対応編
避難所等 P25

令和2年7月豪雨災害での事例

人吉市
・15カ所の避難所が開設された。避難世帯の間にはつい

たてが置かれ、2ｍの距離確保。廊下や階段の踊り場も
使わざるを得ない状況。（毎日新聞 2020/7/4)

間仕切りの例（内閣府）

台風の特別警報は出されなかったものの，「特別警報級」と報道されていた
ため，九州各地の避難所等は多くの住民で満員となり，新たな避難者を受け
入れられない避難所が多発した。

令和2年9月の台風第10号での事例

災害対応力向上に向けて
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提案：個人やグループ単位での研修

Step1: 左ページ
を見て、状況を
イメージ
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事例集
（地方自治体
編）P82

Step1: 左ページ
を見て、状況を
イメージ

Step2:
自らの自治体で
の同様の状況発
生や必要な対策
を想定

提案：個人やグループ単位での研修
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Step1: 左ページ
を見て、状況を
イメージ

Step2:
自らの自治体で
の同様の状況発
生や必要な対策
を想定

Step3:
右ページを見て、
過不足等を検
討・議論

提案：個人やグループ単位での研修
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提案：タイムラインに沿ったヒヤリ・ハット事例の検討

全国の過去の事例から
見て、どんなヒヤリ・
ハット事例が？？

令和元年台風第19号
災害対応検証からは、
どんなヒヤリ・ハット

事例が？？

左図の出典：名取市
洪水対応タイムライン

新たなヒヤリ・
ハット事例
は？
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水害対応時に地方自治体職員が困らないための知恵袋と
して、「水害対応ヒヤリ・ハット事例集」を作成し、公
開しています。

事例集は、過去の水害で地方自治体が発行した災害対応
検証資料（検証報告書等）に基づく「地方自治体編」と、
別冊「新型コロナウィルス感染症への対応編」という2編
により構成されます。

一人あるいはグループでの研修の機会等に考えて頂ける
よう、冊子形式の教材としています。この教材が、防災
に関わる地方自治体の職員が、災害を「わがこと」とし
て正面から向き合い、自らの災害対応力を磨き、ひいて
は地方自治体全体の地域防災力の底上げをはかるきっか
けとなることを期待しています。

まとめ
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